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第２章 物流を取り巻く環境 

２－１ 我が国の物流を取り巻く環境 

（１） ニーズの多様化・高度化 

宅配便取扱個数の急激な伸び（2007 年/1992 年（平成 19 年/平成 4年）=２．７倍）や１件

あたり貨物量の減少に見られるように、消費者ニーズの多様化・高度化に対応して、「多頻度

小口輸送※」、「ジャストインタイム輸送」が進展してきています（図２－１、２）。 
このような消費者ニーズへの対応のためには、物流のサービス水準を高める必要があり、

これに対応しながら物流コストを低下させるという困難な課題のもとで企業活動を行なって

いる状況にあります。物流コストを低下させるため、産地における原材料の調達から消費地

における商品の消費までの全体的な物の流れについて戦略的な管理・運営を企業間の壁を越

えて行なう「サプライチェーンマネジメント」や荷主企業でも単なる運送事業者でもない第

三の事業者（サードパーティ）が物流のマネジメントを行う「サードパーティ・ロジスティ

クス」等の効率的な物流システムが構築されています（図２－３）。 
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【 図２－１：宅配便取扱個数等の推移 】 【 図２－２：出荷１件あたりの貨物量の推移 】 

 

【 図２－３：サードパーティ・ロジスティクスの概念図 】 
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物流コストについては、輸送企業の売上高物流コスト比率は５％程度となっており、そ

のうちの半数以上が輸送費で占められています（図２－４、５）。とくに近年では、ガソリ

ン、軽油の価格が高騰してきており、輸送費に大きな影響を及ぼしています（図２－６）。 
また物流コストは、工業製品における利益率が２～３％であると言われているのに対し、

売上高における比率は５％程度であり、商品価格に一定の影響を与えているものと考えら

れ、物流効率化等によるコスト低減が望まれています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【 図２－４：売上高物流コスト比率の推移 】  【 図２－５：物流コストの機能別構成比 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－６：レギュラーガソリン・軽油の価格の推移 】 
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（２） 経済のグローバル化 

過去 30 年間の貿易面における変化としては、輸出入とも東アジア地域のシェアが大きく拡

大し、最大の貿易相手先がアメリカから東アジアに変わったことが挙げられます（図２－７）。 

この背景には、ＡＳＥＡＮ※、ＮＩＥｓ３※、中国の台頭があり、輸出入を合計した貿易取

引面では、1990 年（平成 2年）以降、東アジア地域がアメリカを上回る相手国となり、輸入

については 2007 年（平成 19 年）現在において中国が単独でアメリカを上回っています（図

２－７）。 

（輸出）                   （輸入） 

 
 
 
 
 
 
 
 

【 図２－７：我が国の方面別輸出入額シェアの推移 】 

 
輸出入品目の動向を見ると、輸出品については、付加価値の高い工業製品等の機械機器関

連のシェアが大幅に増加する一方で、輸入品については、原材料の輸入から機械機器関連の

半製品・製品輸入に代わってきており、輸出品と比べて付加価値が相対的に低い製品を輸入

するようになってきたことが伺えます（図２－８）。 
機械機器関連の製品や部品（半製品等）は、比較的小口で、厳密な品質管理や流通加工を

必要とする等物流に関するサービスに高い水準の確保が求められる製品であるため、これら

に対応した物流体制の整備が必要となってきています。 

(1)輸出金額1970年→2007年
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(2)輸入金額1970年→2007年
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【 図２－８：我が国の品目別輸出入額シェアの推移 】 
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輸出入における東アジア地域のシェアの拡大の主要因は、博多～東京間が約１,１００km

であるのに対し、博多～上海間約９００km、博多～釜山間約２００km であり、国内物流と

比較しても、距離的にほとんど差のない圏域であることが考えられます。（図２－９、１０） 

東アジア地域との国際物流では、国内物流と同程度の迅速さや低廉なコストが求められ

ています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【 図２－９：東アジア地域の各港と定期コンテナ航路で結ばれる日本港の数 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－１０：関西・成田・中部国際空港と東アジア地域を結ぶ航空貨物便ネットワーク 】 

関西国際空港 2008年夏ダイヤ 
成田国際空港 2008年冬ダイヤ 
中部国際空港 2008年冬ダイヤ 
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我が国の海上コンテナ取扱量は、国別では世界第４位であるが、近年、アジア諸国の港湾

機能の充実がめざましく、2006 年/2005 年（平成 18 年/平成 17 年）の増減率を見ると、我が

国の重要港湾の相対的な地位が低下してきています（表２－１）。 

港湾別では東アジア諸国の港湾が上位を占め、我が国では東京港２３位、横浜港２８位、

名古屋港３３位、神戸港３８位、大阪港４４位となっています（表２－３）。 

空港の貨物取扱量については、さらに東アジア諸国との差が見られ、中国、韓国、香港や

シンガポール等東アジア各国で空港整備が進んできており、関西国際空港等の我が国のハブ

空港※は、厳しい競争にさらされています（表２－２、４）。 

   【 表２－１：港湾における国別の      【 表２－２：空港における国別の 

        コンテナ取扱量ランキング 】         貨物取扱量ランキング 】 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【 表２－３：コンテナ取扱個数の港湾別ランキング 】【 表２－４：貨物取扱量の空港別ラン 

キング 】 

 

 

 

 

 

 

 

貨物取扱量 

（千 TEU） 
順

位
国名 

2005年 2004年 

04

順

位 

増減率

（％）

1 シンガポール 198,708 198,594 1 0.1 

2 マレーシア 91,871 97,163 2 ▲5.4

3 UAE 75,620 83,443 3 ▲9.4

4 中国 39,466 38,687 5 2.0 

5 台湾 36,896 40,428 4 ▲8.7

6 タイ 29,054 30,245 6 ▲3.9

7 ベルギー 21,168 20,270 9 4.4 

8 インドネシア 19,167 20,895 8 ▲8.3

9 韓国 19,089 21,080 7 ▲9.4

10 オランダ 15,113 13,924 10 8.5 

11 スペイン 8,130 7,918 11 2.7 

12 オーストラリア 6,780 7,914 12 ▲14.3

13 ブラジル 6,349 7,626 13 ▲16.7

14 インド 6,327 6,488 14 ▲2.5

15 イタリア 5,562 5,478 15 1.5 

16 ドイツ 4,839 4,548 16 6.4 

17 イギリス 3,855 3,865 18 ▲0.3

18 日本 3,682 3,568 19 3.2 

19 カナダ 3,673 3,954 17 ▲7.1

20 アメリカ 3,093 2,980 20 3.8 

全世界 598,442 619,068  ▲3.3
 
(備考）１ 世界の主要コンテナ取扱数 2005 年の上位２０カ国の取扱

量（TEU）を暦年の名目GDP（ドル）で割ったもの 

２ UAE の 2005 年の名目GDPは IMF による推計値 

 

（備考） １ 出貨と入貨（輸移出入）を合計した値である 

２ 実入りコンテナと空コンテナを合計した値である 

３ トランシップ貨物を含む 

４ 2005 年は確定値、2006 年は暫定値である 

５ ▲は減少 

 

2006年 2005年

1 中国 108,225 89,847 1 20.5

2 米国 40,875 38,498 2 6.2

3 シンガポール 24,792 23,192 3 6.9

4 日本 18,274 17,055 4 7.1

5 韓国 15,711 15,113 5 4.0

6 ドイツ 15,053 13,599 6 10.7

7 マレーシア 13,419 12,198 8 10.0

8 台湾 13,102 12,791 7 2.4

9 アラブ首長国連邦 10,967 9,852 10 11.3

10 オランダ 10,044 9,472 11 6.0

11 スペイン 10,033 9,171 12 9.4

12 イタリア 9,963 9,857 9 1.1

13 ベルギー 8,672 7,890 14 9.9

14 英国 8,226 8,250 13 0.3

15 ブラジル 6,305 5,652 15 11.5

16 インド 6,190 4,982 19 24.2

17 オーストラリア 5,689 5,191 17 9.6

18 帯 5,574 5,115 18 9.0

19 エジプト 4,916 4,031 21 22.0

20 カナダ 4,309 4,163 20 3.5

340,339 305,919 9.3

増減率
（％）

全世界

コンテナ取扱量
（千 TEU）

順
位

国名
05
順
位

(単位：TEU)
順位 港湾名 2006年

1 シンガポール 24,792,400

2 ホンコン（中国） 23,538,580

3 上海（中国） 21,710,000

4 深圳（中国） 18,468,900

5 釜山（韓国） 12,038,786

6 高雄（台湾） 9,774,670

7 ロッテルダム（オランダ） 9,654,508

8 ドバイ（アラブ首長国連邦） 8,923,465

9 ハンブルグ（ドイツ） 8,861,545

10 ロサンゼルス（米国） 8,469,853

23 東京 3,969,015

28 横浜 3,199,883

33 名古屋 2,751,677

38 神戸 2,412,767

44 大阪 2,231,516

(単位：トン)
順位 空港名 2006年

1 メンフィス国際 3,692,081

2 香港国際 3,609,780

3 アンカレッジ 2,691,395

4 ソウル・インチョン 2,336,572

5 東京・成田 2,280,830

6 上海・浦東 2,168,122

7 パリ・シャルルドゴール 2,130,724

8 フランクフルト・マイン 2,127,646

9 ルイスビル・スタンドフォード 1,983,032

10 シンガポール・チャンギ 1,931,881

23 大阪・関西 842,016

24 東京・羽田 837,262
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（３）情報技術の進歩 

道路交通分野では、最先端の情報技術を用いて、道路交通の安全性、輸送効率及び快適性の

向上を実現する「高度道路交通システム（ＩＴＳ）※」の実用化が進められています。 
現在、有料道路の料金所をノンストップかつキャッシュレスで通行可能な「ＥＴＣ」、高速

道路の利便性を向上し地域の活性化を図るための「スマートインターチェンジ（ＥＴＣ専用の

インターチェンジ）※」、渋滞や交通規制等の道路交通情報を即時にカーナビゲーションシステ

ムに提供する「道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）※」が導入されており、さらなる普及

促進、高度化推進が図られています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

【 図２－１１：高度道路交通システム(ＩＴＳ)の概要 】 

 
物流分野においても、このような「高度道路交通システム（ＩＴＳ）」や情報通信技術（Ｉ

ＣＴ）等を活用した物流システム（表２－５）により、貨物輸送の効率化や道路交通問題の

解消を図ることが期待されます。 
具体的には、荷主と物流事業者をインターネット等の情報システムで仲介し、空荷の解消

や使用貨物車台数の削減を図る「求貨求車システム」、特殊車両通行許可申請の申請、受付、

許可をインターネットで行い、手続きの簡略化や審査期間の短縮を図る「特殊車両オンライ

ン申請システム（国土交通省）」等が実施されているとともに、最近ではＲＦＩＤ（Radio 
Frequency Identification：無線タグ）による出荷検品、荷受検品の取り組みが始まっており、
物流管理の効率化や物流過程のトレーサビリティ※の確保が期待されています（図２－１２、

１３）。 

開発分野 主なサービス内容 

1.ナビゲーションの高度化 

2.自動料金収受システム 

3.安全運転の支援 

4.交通管理の最適化 

5.道路管理の効率化 

6.公共交通の支援 

7.商用車の効率化 

8.歩行者等の支援 

9.緊急車両の運行支援 

：ＶＩＣＳ等によるナビの高度化等

：料金所等のノンストップ化等 

：ＡＨＳ等による危険警告・自動運転等 

：経路誘導、公共交通優先先信号制御等

：工事情報等の提供、特殊車両管理等 

：公共交通の運行状況の提供等 

：効率的な配車計画の支援等 

：歩行者等に経路・施設案内の提供等 

：緊急時通報、緊急車両の経路誘導等

ＩＴＳの開発分野
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【 表２－５：ＩＴＳ・ＩＣＴを活用した物流システムの分類と代表例 】 

分類 システム名 概要 想定される効果 

求貨求車システム 

貨物を輸送して欲しい荷主と、貨物を輸送する

余力がある物流事業者をインターネット等の情報

システムで斡旋する。 

帰り荷斡旋システム 
配送先へ輸送を完了した後、付近で輸送を希

望している荷主を情報システムで斡旋する。 

• 空荷の解消 
• 使用貨物車台数の削減による交
通量の削減 ①  使用貨物車台

数の削減 

配車配送計画支援 

システム 

配送先、配送時間に応じた車の自動割当て、

最短路配送ルート設定等により、積載率の向上

を図り、使用貨物車台数を削減する。 

• 積載率の向上 
• 使用貨物車台数の削減による交
通量の削減 

②  走行距離・走
行時間の削減 

最適配送経路システム 

車載器からの走行データ取得による交通状況

のデータベース化や、車両走行履歴管理により、

時間最短等の最適配送経路を算出する。 

• 配送定時性の向上 
• 迂回等による無駄な走行の削減
• 燃料消費量の削減 

ＶＩＣＳ/ＡＴＩＳ 

渋滞状況をカーナビに提供するシステムで、カ

ーナビ側の機能で渋滞を回避したルート探索が

可能、ＡＴＩＳについては車以外の事務所等でも

閲覧可能。 ③  経路分散 

道路情報板 
道路上の情報板で渋滞状況や区間所要時間を

提供する。 

• 交通集中による渋滞の緩和（経
路分散） 

• 燃費向上、汚染物質の削減 

ＶＩＣＳ/ＡＴＩＳ 

リアルタイムの交通状況を加味した所要時間を

提供。ＡＴＩＳはカーナビ、携帯電話、インターネッ

トを通じて情報を提供。 

最適配送経路システム 

車載器からの走行データ取得による交通状況

のデータベース化や、車両走行履歴管理により、

時間最短等の最適配送経路を算出する。 

• 渋滞を見込んだ目的地までの余
裕時間の削減 

④  使用貨物車の
運行効率化 

コンテナ搬出入予約 

システム(ＨｉＴＳ) 

コンテナヤードからの搬出照会、コンテナヤー

ドとストックヤード間のシャトル輸送便の搬出入予

約がインターネット、携帯電話で可能。 

• 施設周辺での待ち行列の削減 

ＳＣＭラベルやＲＦＩＤ（無

線タグ）による 

検品レスシステム 

梱包された外箱に配送先、品目、数量等の情

報を入力したＳＣＭ（Shipping Carton Marking）ラ

ベルを貼り、荷受時はＳＣＭラベルをスキャンして

得た情報とあらかじめＥＤＩによって荷受人に送ら

れている発注商品情報を照合し、検品を省略す

る。 

最近ではＲＦＩＤを適用した検品システムの実験

が行われつつある。 

• 検品の省略による荷受バースの
回転率向上 

• 路上待機、路上荷さばきの削減 

着バース割当て・案内シ

ステム 
施設の入口で接車バースの位置を案内する。

• 施設内でのうろつき防止 
• 接車バース管理による施設運用
効率の向上 

⑤  荷受等物流業
務の効率化 

特殊車両 

オンライン申請システム 

インターネットを利用して、特殊車両通行許可

の申請受付、許可を行う。 

• 入力の容易化 
• 審査機関の短縮 
• 窓口に行く手間の省力化 

ＥＴＣ 
ＥＴＣを活用したスマートインターチェンジによ

り、物流拠点接続ランプを設ける。 

• 街路の交通量削減 
• 走行距離・時間の短縮 
• インターチェンジ追加による交通
分散 ⑥  インフラの活

用促進 
荷捌きスペースの満空

情報の提供や予約シス

テム 

都市内の荷捌き用路外駐車場の空き状況を携

帯電話で提供し、必要に応じて予約可能とする。
• 路上駐車、路上荷捌きの削減 

⑦  環境への配慮 消費燃料の削減 
車載燃料消費計、管理装置を搭載することに

より、急加速時等の無駄な燃料消費を削減する。

• 環境負荷の軽減 
• 燃料費の削減 
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【 図２－１２：特殊車両オンライン申請システムのイメージ 】 

 

 

【 図２－１３：求貨求車システムのイメージ 】 
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（４） 地球環境対策の進展 

2005 年（平成 17 年）2月に京都議定書が発効され、我が国においては、温室効果ガスの排

出量を 2008 年（平成 20 年）から 2012 年（平成 24 年）までの期間中に、1990 年（平成 2年）

の排出量より６％削減する目標が定められました。 

我が国の二酸化炭素排出量のうち、運輸部門が占める割合は約２割となっており、このう

ち約４割が貨物車によるものです（図２－１４、１５）。 

国土交通省では、運輸部門において２,４５０万トンの二酸化炭素排出量を削減するため、

自動車の単体対策をはじめ、道路整備、物流効率化、公共交通機関の利用促進等を推進して

います（図２－１６）。 
また、企業は、環境保全に関する方針・目標・計画、環境マネジメントに関する状況（環

境マネジメントシステム、法規制遵守、環境保全技術開発等）、環境負荷の低減に向けた取組

の状況（ＣＯ２排出量の削減、廃棄物の排出抑制等）等を環境報告書として取りまとめ、広く

公表する等、環境保全に向けた自主的改善に取り組んでいます。 

エネルギー転換
部門
6%

家庭部門
13%

業務その他部門
（商業・ｻｰﾋﾞｽ・
事業所等）
25%

運輸部門
(自動車、船舶

等)
20%

産業部門
（工場等）
36%

船舶

5.2%

タクシー

1.7%

バス

1.8%

鉄道

3.0%

航空

4.4%

自家用乗用車

48.2%

自家用貨物車

17.8%

営業用貨物車

17.9%

 
【 図２－１４ 部門別二酸化炭素（ＣＯ２） 【 図２－１５ 運輸部門輸送機関別二酸化  
排出量割合（2006 年（平成 18 年）） 】    炭素（ＣＯ２）排出量割合（2006 年（平成 18 年）） 】 
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 【 図２－１６：国土交通省の地球温暖化対策 】 

（５） 物流関連諸法の改正 

１）道路交通法 

2006 年（平成 18 年）6 月に良好な駐車秩序の確立と警察力の合理的再配分を目指すため、

以下の２つの柱からなる改正道路交通法が施行されています。 
道路交通法の改正等を契機として、大手の物流事業者を中心に、荷捌き駐車場の確保や２

人乗務体制の導入等の対応がなされています。 
○ 車両の所有者等を対象とした放置違反金制度の導入 

放置車両の取締りについては、違反行為を現地確認しないものであり、違反者の特定

が困難であることから、放置違反金制度を導入し、違法駐車の抑止を図ることとしてい

ます。 
○ 違法駐車取締り関係事務の民間委託 

違法駐車は交通事故や交通渋滞を引き起こす等の弊害をもたらしており、取締りに対

する要望は非常に強いと考えられますが、違法駐車の取締りに投入できる警察の執行力

には限界があることから、違法駐車取締り関係事務の民間委託を実施することとしてい

ます。 
 

２）省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法律） 

地球温暖化防止に関する京都議定書の発効、近年の世界的なエネルギー需給の逼迫化等を

踏まえ、2006 年（平成 18 年）4月に、一定規模以上の物流事業者と荷主に対して貨物輸送に

ともなうエネルギー使用量等の国への定期報告を義務とする改正省エネ法が施行されていま

す（図２－１７）。 
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【 図２－１７：改正省エネ法の概要 】 
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（６） 国の動向 

１）総合物流施策大綱（2005－2009） 

国土交通省と経済産業省は、2001 年（平成 13 年）7月に「新物流総合施策大綱」を策定し、

総合的な物流施策を推進してきたところですが、その後、東アジア地域における経済交流の

拡大、京都議定書発効による環境対策の充実強化の要請、米国同時多発テロの発生を契機と

したセキュリティ確保の要請等我が国の物流をめぐる大きな情勢変化を踏まえ、今後推進す

べき物流施策の基本的方向性等を定めた「総合物流施策大綱（2005－2009）」を 2005 年（平

成 17 年）11 月に策定し、関係者の連携・協働による迅速化かつ的確な物流施策の推進を促

しています（図２－１８）。 

 

【 図２－１８：総合物流施策大綱（2005-2009）の概要 】 
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【表２－６：総合物流施策大綱（2005－2009）第２回フォローアップ（2007 年（平成 19 年）12 月）】 

目標
2010年（平成22年）までに目標達成（コスト３割削減、リードタイム１
日程度へ短縮）

スーパー中枢港湾を港湾法に基づく指定特定重要港湾を指定（東京港、
名古屋港・四日市港、大阪港・神戸港）

次世代高規格コンテナターミナルの効率的・一体的な運営を行う運営者
を認定し、逐次運営開始

目標
我が国の空港で取り扱われた国際空港貨物の取扱量を2012年（平成24
年）度までに４４４万トン

現状 国際航空貨物取扱量３１７万トン（2006年（平成18年）度末時点）

国際物流の観点から重要な港湾と物流拠点とを結ぶルート上の国際コン
テナ通行支障区間を、概ね１０年間ですべて解消

高速道路のインターチェンジ等から１０分以内に到達可能な拠点的な港
湾、空港の割合を2007年（平成19年）までに６８％とする
国際コンテナ通行支障区間４７区間のうち、2006年（平成18年）度に６
区間を解消

高速道路等のＩＣから拠点的な空港・港湾等への１０分アクセス率が６
７％に上昇（2006年（平成18年）度）

目標
貨物鉄道のコンテナ輸送実績を、2010年（平成22年）度までに２１７億
トンキロ

現状 貨物鉄道コンテナ輸送実績 ７８件（2007年（平成19年）11月末時点）

目標
「物流総合効率化法」に基づく総合効率化計画の認定件数を、2009年
（平成21年）までに１１０件

現状 総合効率化計画認定件数 ７８件（2007年（平成19年）11月末時点）

目標
2007年（平成19年）度までに、国際物流戦略チームを１０地区において
設置

現状
2007年（平成19年）11月末時点で、関西、関東、北九州、中部、四国、
北海道、中国、北陸、沖縄、東北の計10地区において設置

(7)

目標
我が国の空港で取り扱われた国際航空貨物の取扱量を2010年（平成24
年）度までに４４４万トン

現状 国際航空貨物取扱量３１７万トン（2006年（平成18年）度末時点）

目標

2008年（平成20年）10月の次世代シングルウィンドウ稼働後できるだけ
早期に、湾港手続の書式の統一化・簡素化及び「次世代シングルウィン
ドウ」へ一元化

統一モデル様式を2007年（平成19年）8月に港湾管理者に通知し採用を要
請

「港湾手続の統一化・簡素化に関する官民合同検討会」を2007年（平成
19年）7月と11月に開催

目標
2008年（平成20年）10月の次世代シングルウィンドウ稼働後できるだけ
早期に、湾港手続の書式の統一化・簡素化及び「次世代シングルウィン
ドウ」へ一元化
統一モデル様式を2007年（平成19年）8月に港湾管理者に通知し採用を要
請

「港湾手続の統一化・簡素化に関する官民合同検討会」を2007年（平成
19年）7月と11月に開催

2007年（平成19年）度末までに、特定輸出者数を５０者以上、特定輸出
申告制度を利用可能な事業者による輸出額の割合を2008年（平成20年）
末に５割超

2007年（平成19年）5月に改訂された「アジア・ゲートウェイ構想」に基
づいて施策を推進

2007年（平成19年）12月14日時点で、特定輸出者数が４９者、輸出額の
割合が２９．８％

貿易手続改革プログラムに関しては、規制の見直し及び手続の統一化・
簡素化、日本版ＡＥＯ制度の構築、次世代シングルウィンドウの見直し
を推進

目標 次世代シングルウィンドウの構築
関係省庁において次世代シングルウィンドウ（府省共通ポータル）の使
用を検討中

財務省及び国土交通省において2008年（平成20年）10月のＮＡＣＣＳと
港湾ＥＤＩの統合に向けて協議を推進

目標
2006年（平成18年）12月に策定した行動計画に基づいてプロジェクトを
実施

2006年（平成18年）8月に国際物流競争力パートナーシップ会議を設立
し、同年12月に「国際物流競争力強化のための行動計画」を策定

「アセアン広域物流網の整備」、「物流及び輸出入通関手続関連の人材
育成」、「物流資材の高度利活用」及び「アセアン統合に向けた輸出入
通関手続電子化」等のプロジェクトを官民連携の下に推進

目標と現状施策
１　国際物流・国内物流の一体的展開

物流拠点施設の整備促進

(6)
国際物流戦略チームによるプロジェクトの実
施

現状

目標

現状

(2) 大都市圏拠点空港の整備・活用

(1) スーパー中枢港湾プロジェクトの推進、
埠頭公社の株式会社化

　1)規格の見直し及び手続の統一化・簡素化

(5)

貨物鉄道運送力増強事業(4)

国際物流基幹ネットワークの構築(3)

現状

①航空自由化

アジア・ゲートウェイ構想の推進

現状

②貿易手続改革プログラム

目標

現状

　2)日本版ＡＥＯ制度の構築

　3)次世代シングルウィンドウの見直し

国際物流競争力パートナーシップ会議を通じ
たＡＳＥＡＮ連携

(8)

現状

現状
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グリーン物流パートナーシップ会議の会員登録者数を、2009年（平成21
年）までに４,０００者

グリーン物流パートナーシップモデル事業の活用率を、2009年（平成21
年）までに５０％

2007年（平成19年）度11月末時点で、グリーン物流パートナーシップ会
議の会議登録者数は、約２,８００者

グリーン物流パートナーシップモデル事業の活用率は、約１０％

目標
2005年（平成17年）度までに政省令・告示を公布し、2006年（平成18
年）度より適切な措置を実施

現状
2006年（平成18年）3月に政省令・告示を公布。
2006年（平成18年）度に改正省エネ法の周知を実施

目標 2011年（平成22年）度までにクリーンエネルギー自動車を２３３万台

現状 クリーンエネルギー自動車 約４０万台（2006年（平成18年）度末時点）

2006年（平成18年）度までに、ＵＨＦ帯のパッシブタグを国際標準化

2009年（平成21年）度までに、アクティブタグを国際標準化

電子タグ用商品コード国際標準（ＩＳＯ１５４５９－４）については、
2006年（平成18年）3月にＩＳＯにおいて可決し、6月に発行

電子タグ用通信プロトコル国際標準（ＩＳＯ１８０００－６ ｔｙｐｅ－
Ｃ）については、2006年（平成18年）6月にＩＳＯ化

目標
2007年（平成19年）3月に策定した「都市内物流トータルプラン」に基づ
いて施策を推進

現状
「都市内物流効率化モデル事業」を2008年（平成20年）度予算として要
求中

大型トラックの係る実用化されたＡＳＶ技術の平均装着率を2010年（平
成22年）までに５．０％とする

自動車事故報告規則に基づき報告された事業用自動車事故のうち、事業
者及び運行管理者による運行管理に主な原因があると分類されたものの
割合を、2009年（平成21年）度までに５０％以下

ＡＳＶ技術の平均装着率 ２．１％（2005年（平成17年）度末時点）

事業用自動車事後のうち、事業者及び運行管理に主な原因があると分類
されたものの割合 ５４％（2005年（平成17年）末）

目標
2007年（平成19年）5月に策定された「アジア・ゲートウェイ構想」に基
づいて施策を推進（再掲）

現状
貿易手続改革プログラムに関しては、規制の見直し及び手続の統一化・
簡素化、日本版ＡＥＯ制度の構築、次世代シングルウィンドウの見直
し、を推進（再掲）

目標と現状施策

(4) 電子タグの国際標準化と実用化促進

都市内物流の効率化(5)

現状

目標

２　効率的で環境負荷の小さい物流

(3) クリーンエネルギー自動車の普及促進

グリーン物流パートナーシップ会議の活用(1)

目標

改正省エネルギー法の活用(2)

現状

目標

(2) アジア・ゲートウェイ構想の推進（再掲）

３　国民生活の安全・安心を支える物流

現状

(1) トラックに係る交通安全の確保
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２）都市内物流トータルプラン 

都市内物流においては、京都議定書の発効に伴うＣＯ2排出量の削減、2006 年（平成 18 年）

6月から施行された改正道路交通法に伴う荷捌き駐車スペース確保の要請、まちづくり３法※

改正によるコンパクトシティ※づくりへの対応、大規模都市開発による物流効率化の要請等

を背景として都市内物流対策の必要性が加速化しています。 

このような背景の中で、都市内物流に関する多様な視点と主体により、都市内物流の効率

化のために取り組む関係者（荷主企業、物流事業者、ビル関係者、商店街関係者、行政機関、

地域住民等）が参考とする道標的な役割として「都市内物流トータルプラン」（2007 年（平

成 19 年）3月：都市内物流の効率化に関する研究会）が策定されました。この「都市内物流

トータルプラン」は、都市内物流対策は問題を抱える地域の実情に即して、関係者が連携し

て取り組んでいくことが重要であるため、過去の事例から都市内物流の取り組みにおける課

題をまとめ、その課題解決のための関係者の役割分担及び取り組みに向けた具体的な手順を

示したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－１９：都市内物流トータルプランの概要 】 



 - 18 -

 

① 取り組み手順 

○ 商店街における取り組み 

 
 問題意識の関係者による共有 

商店街等で荷主企業、商店街関係者、物流事業者等が荷捌き施設の確保が困難で輸配送効率が悪いこと

や商店街関係者や地域住民から路上駐車や歩行者の安全確保等で何らかの都市内物流対策の実施ニー

ズがあった場合は、まずこれら関係者による問題の共有化を図ることが重要である。物流の実態の正確

な把握には調査等も必要である。 

商店街における物流効率化対策について関係者で

検討を行う場を設置し、問題意識の共有や対応策の

方向性について議論する。また関係者の招集や議論

の場の提供には行政が調整役となって積極的に動

くことが考えられる。 
検討は定期的に実施し、対象場所の交通実態の把握

や対応策の検討を行う。 

（例）協議会の体制 
物流事業者（宅配便輸送業者、業界団体等） 
地元商店街（商店会等） 
駐車場事業者 
行政機関（地方公共団体、国、交通管理者、道路管理者）

地元住民（町会等） 
学識経験者 

【活用可能な支援策】 
・グリーン物流パートナーシップ ソフト支援事業 
・貨物車交通マネジメントに関する調査検討 
・都市・地域総合交通戦略策定調査 

協議会等を設置して検討する際、実証実験等を行

い、その効果の検証を行う事も効果的である。試行

的に実施することで、関係者が対応策の実現に向け

てそれぞれが役割を担い、また効果を確認すること

が可能である。 
※実証実験のようなものを行わなくとも身近な対

応策から少しずつ実施することも望ましい方策で

ある。 

対応策の実施開始にあたっては、協議会のメンバー

を通じて事前に十分な周知が必要である。商店街の

各店舗や出入りする物流事業者、地域住民へ店舗や

業界団体、自治会等を通じて周知し、できるだけ円

滑な事業開始が可能なように準備を行うことが必

要である。 

都市内物流の対応策実施後も継続的に事業が運営

されるよう管理・指導が必要である。その際、警察

や地方公共団体、商店街、業界団体等が必要に応じ

て連携し適切な対応を行うことが重要である。 

【活用可能な支援策】 
・道路空間を有効に使うための実験（国土交通省） 

【活用可能な支援策】 
・グリーン物流パートナーシップ モデル事業、普及事業

・まちづくり交付金 
・低公害車普及促進対策 
・街路事業 
・都市交通システム整備事業 
・駐車場整備に対する融資制度 
・荷捌き駐車対策の支援 

（例） 
・荷捌き用のスペース設置の例では、物流事業者による利

用が適切に行われるよう、業界団体や警察、自治体による

パトロールしたり、周知を図るパンフレットを店舗から配

布したりする例が考えられる。 

継続的な事業運営に向けた管理・指導

実証実験等のための検討と実施 

協議会等検討の場の設置 

対応策の実施開始 
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○ 大規模ビルにおける取り組み 

物流効率化施策の実施 

ディベロッパーやビル管理会社の新規ビルにおける縦持ち物流※の共同化等物流効率化策の実施意向に

ついて、物流事業者へ依頼を行う。 
その際、新規ビルの建物概要や荷捌き施設の設置概要等のデータを可能な限り提示する。 

縦持ち物流の共同化では、共同輸配送を実施する幹

事会社が必要となることから、幹事会社の候補とな

る物流事業者をコンペ等の実施により決定する。 
 

【活用可能な支援策】 
・グリーン物流パートナーシップ ソフト支援事業（国土
交通省） 

事業開始後も事業の継続、改良ができるよう情報交

換、共有を図る場の設置を行い、定期的に会合を実

施する。 

（例）定例会の参加事業者 
ディベロッパー 
ビル管理会社 
テナント企業 
物流事業者 
（共同輸配送幹事会社、共同配送参加事業者、その他

物流事業者） 

事業の継続的な管理 

共同配送の幹事会社の決定 

テナント企業への通知・説明 

幹事会社となる物流事業者は、該当ビルにおける物流実施方策の詳細を検討しディベロッパーやビル

管理会社との調整、了承を得る。 

縦持ち共同化方策の詳細検討 

テナント企業に対して該当ビルの物流についての説明を、説明会や個別説明を通じて行う。 
 

物流事業者への通知・説明 

テナント企業や業界団体を通じて該当ビルの物流についての説明と共同輸配送への参加について呼び

かける。 

共同輸配送参加事業者への説明会実施

共同輸配送へ参加する物流事業者への説明会を実施し、納品時間や荷降し場所の説明等実際の物流に

即した流れについて説明を行う。また、共同輸配送参加に係る事務手続き等も行う。 

※既存ビルの場合は、現行の館内輸配送の方式からの改変が必要となるため、テナント企業や物流事

業者に対する十分な調整と理解が必要となる。 
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② 都市物流における対策事例 

【 表２－７：主な対策事例 】 

分
類 

事例名 
協議会

設置 

共同 

輸配送 

インフラ整備／ 

提供状況 等 

ビル内デリバリーサービス 

（東京オペラシティ） 
 縦持ち 

輸配送＋テナント企業へのサポート 

（コピー、発送取次ぎ等） 

地域共同輸配送 

（さいたま新都心地区） 
有 

横持ち 

縦持ち 
高層ビルに縦持ち要員を配備 

地域共同輸配送 

（西新宿地区） 
有 

横持ち 

縦持ち 
高層ビルに縦持ち要員を配備 

商店街の共同配送 

（横浜・元町） 
有 横持ち 共同配送用スペースを３台分確保 

地域共同配送 

（博多・天神） 有 横持ち 

集配時の駐車場確保 

・条例制定 

・貨物車専用ﾊﾟｰｷﾝｸﾞﾒｰﾀｰの設置 

物
流
発
生
源
の
調
整 

調達物資の見直し（三越） 
 

横持ち 

縦持ち 

納品業者の集約による出入り車輌削減 

→路上駐車削減 

地区内荷捌き拠点の整備 

（吉祥寺） 
有 

 路外駐車スペースの確保 

路上駐車スペースの確保 

路上荷捌きスペースの確保 

（渋谷地区） 
有 

 
路上駐車スペースの確保 

荷
捌
き
ス
ペ
ー
ス
の
整
備 

共同集配施設の整備（町田） 
有 

 共同集配施設「ぽっぽ町田」の整備 

登録業者は 1h 駐車無料 

時
間
帯
の
調
整 

時間指定による駐車ｽﾍﾟｰｽの整備 

（日本橋） 

有 

 

荷捌き駐車場の整備 

駐車場の時間帯別利用(貨物車/一般車) 

貨物用ﾊﾟｰｷﾝｸﾞﾒｰﾀｰの増設 

※「協議会設置」：関係者が共同で検討した経緯（例えば研究会等）がある場合「有」と記載 
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３）グリーン物流パートナーシップ会議 

日本ロジスティクスシステム協会、日本物流団体連合会、経済産業省、国土交通省、日本経済

団体連合会（オブザーバー）で構成するグリーン物流パートナーシップ会議を 2005 年（平成 17

年）4月に設立し、物流分野のＣＯ２排出削減に向けた自主的な取り組みの拡大に向けて、業種業

態の域を超えて互いに協働していこうとする高い目的意識のもと、荷主企業と物流事業者が広く

連携していくことを促進すべく運営しています。 

また、３つのワーキンググループ（ＷＧ）を設置し、補助金の交付、ＣＯ２排出量算定手法の

策定、事例紹介や表彰制度等を活用し、荷主企業、物流事業者の協働による取り組みを支援して

います。 

本会議には、企業、団体、個人をあわせ約２，５００を超える会員登録があり、物流分野での

ＣＯ２削減のため、裾野の広い国民運動的な取り組みとなっています。 

 

４）国際物流戦略チーム 

関西の産学官が一体となった「国際物流戦略チーム」を 2005 年（平成 17 年）6 月に全国に先

駆けて設置し、総合的・戦略的観点から、関西地域の物流機能の強化を図る取り組みを行ってい

ます。関西国際空港やスーパー中枢港湾「阪神港」等の活用を図りつつ、国際物流の効率化を通

じた関西経済の活性化を目指しています。 

本部と幹事会をそれぞれ設置し、本部は構成機関等の代表者により構成し、戦略に関する意志

決定を行い、幹事会は構成機関の実務担当部門の代表者等により構成し、戦略に関する議論を行

っています。 

 

５）京阪神都市圏交通計画協議会 

国土交通省、関係自治体、西日本高速道路（株）、阪神高速道路（株）、都市再生機構で構成す

る京阪神都市圏交通計画協議会を 1970 年（昭和 45 年）に設立し、広範囲な地域間の連携のもと、

都市圏の活性化に資する総合都市交通体系を確立するための取り組みを行っています。これまで

に、人や物の動きに着目したパーソントリップ調査や物資流動調査等を実施し、調査結果を都市

圏の都市交通政策の検討に活用してきました。 

2005 年度（平成 17 年度）の 10～11 月に、京阪神都市圏総合都市交通体系調査として、物の動

きを調査する「物流関連調査」と人の動きを調査する「ＰＴ補完関連調査」を実施しています。

2006 年度（平成 18 年度）には、平成 17 年度に実施した実態調査に関する基礎集計および現状分

析を行っており、2007 年度末（平成 19 年度末）には、分析結果等を踏まえた上で、京阪神都市

圏の持続可能な発展を支える物流システム確立に向けて提言（「京阪神都市圏における望ましい物

流システムのあり方への提言」平成 20 年 3 月）をまとめました。 
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２－２ 大阪の物流を取り巻く環境 

（１）大阪経済の地位の低下 

大阪府の府内総生産（名目）は、2005 年度（平成 17 年度）において全国２位、全国シェア

の７．７％を占めていますが、1995 年度（平成 7年度）と比較すると、全国シェアが０．４％

低下しており、一方、全国 1 位、３位の東京都、神奈川県では全国シェアが拡大しています

（図２－２０）。 

製造品出荷額においても、大阪府の全国シェアは減少傾向であり、その一方で、愛知県は、

全国シェアが年々拡大しています（図２－２１）。 

首都圏への一極集中と中部圏の台頭により、近畿圏を牽引する大阪経済の相対的な地位の

低下が進んできています。 
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【 図２－２０：県内総生産の全国シェアの推移 】 
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【 図２－２１：製造品出荷額の全国シェアの推移 】 
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近畿圏と中部圏との関係については、現在、滋賀県の北東部地域では、輸出入貨物の５０％

以上について名古屋港を利用しています。2008 年（平成 20 年）2月の新名神高速道路（大津～

亀山）の供用により、名古屋港からの２時間圏の拡大が図られ、滋賀県の中南部地域における

名古屋港の利用がさらに進むことが予想されます（図２－２２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－２２：大阪港・神戸港、名古屋港の２時間圏と圏域 】 
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（２）地域環境対策の進展 

大阪府では、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に係る環境基準のより確実な達成を図るため、

生活環境の保全等に関する条例を改正し、荷主、運送事業者、行政等の連携した取組みによ

り、排出基準を満たさないトラック、バス等の大阪府の対策地域への発着を禁止する流入車

規制を 2009 年（平成 21 年）1月より実施しています（図２－２３）。 

 

【 図２－２３：大阪府における流入車対策（１）】  

■ 適合車等の使用 
対策地域を発着地とする運行を行う場合は、自動車ＮＯＸ・ＰＭ法

※の排出基準を満たす適合

車または経過措置対象車（猶予期間中の車両）を使用しなければなりません。 

※自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法

■ 適合車、経過措置対象車へのステッカーの表示 
対策地域を発着地とする運行を行う場合は、請求により府が交付する適合車または経過措置

対象車ステッカーを貼付しなければなりません。 

大阪府では、大気環境の改善を図るため、大阪府生活環境の保全等に関する条例を改正し、

排出基準を満たさないトラック・バス等に対する流入車規制を開始しています。 

※ 対策地域を発着せず、通過のみの運行は規制対象外です。 
※ 特殊自動車は、2009 年（平成 21 年）10 月から規制開始。 
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【 図２－２３：大阪府における流入車対策（２）】 
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（３）国際物流拠点の充実 

１）関西国際空港 

関西国際空港は、大阪府南部の大阪湾内泉州沖５ｋｍの人工島に作られた第一種空港※で、

1994 年（平成 6 年）9 月に開港し、以降、関西の国際拠点空港としての役割を果たしていま

す。また、2007 年（平成 19 年）8月には二本目の滑走路が供用されました。 

関西国際空港の取扱貨物の実績を見ると、国際貨物では開港時と 2007 年度（平成 19 年度）

を比較すると、重量ベースで２倍（３９万トン→７９万トン）、金額ベースで３倍（２．５兆

円→７．４兆円）の大きな伸びを示しています。 

取扱貨物の特徴としては、大阪、京都、神戸を中心

とした関西圏を後背圏として、ＩＴ・ＡＶ機器等の電

気機器や一般機械の取扱いが多く、輸出、輸入ともこ

の２品目で５割以上のシェアを占めています。また、

貨物取扱量は、2007 年度（平成 19 年度）で約８５万

トンとなっており、近年は横這い傾向ですが、第二期

滑走路供用により増加が期待できます。なお、航空貨

物は、重量ベースでは港湾貨物の１％程度ですが、高

付加価値品等を取り扱っているため、金額ベースでは

港湾貨物の約１．１倍となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－２５：貨物取扱量の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－２６：輸出入貨物の品目別シェア（2007 年度（平成 19 年度） 】 
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【 図２－２４：関西国際空港全体写真 】
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また、複数滑走路を備えた関西国際空港は、日本で唯一の完全２４時間空港であり、深夜

や早朝に多くの貨物便が就航しています。アジア地域のハブ空港としての機能を有しており、

「アジアのゲートウェイ」として、経済発展が著しいアジア地域の航空物流を支えています。 

今後、ネットワークの充実に加えて、二期島における新たな国際貨物便用の駐機場と貨物

施設の整備や関西国際空港と対岸を結ぶ連絡橋の国有化による通行料の減額等が図られる予

定です。 

大手電機メーカーから中小企業まで、幅広い製造業の輸出入が地域経済を支える関西圏に

おいて、アジアの成長力を取り込む物流の玄関口として、関西国際空港への期待が高まって

います。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－２７：国際貨物便の深夜早朝便推移 】   【 図２－２８：国際貨物便方面別就航便数 

（2008 年夏季スケジュール） 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－２９：関西国際空港のメリット 】 



 - 28 -

２）大阪港、堺泉北港 

① 大阪港 

大阪港は、大阪市の臨海部にある約５,０００ha の港湾区域を有する港で、1951 年（昭和

26 年）に特定重要港湾※の指定を受け、現在では、近畿圏の経済活動や市民生活を支える、

我が国有数の国際貿易港となっています。 

大阪港の取扱貨物量を見ると、1995 年（平成 7 年）以降、阪神・淡路大震災による神戸

港の代替港の役割を終えるにつれて減少してきましたが、2002 年（平成 14 年）から増加に

転じ、2007 年（平成 19 年）現在で約９７百万トンの貨物量となっています（図２－３０）。 

貨物の品目を見ると、輸出では「産業機械」が最も多く１５．４％を占め、次いで「鋼材」

１４．９％、「染料・塗料・合成樹脂・その他化学工業品」８．８％となっており、輸入で

は「衣服・身廻品・はきもの」が最も多く１８．０％を占め、次いで「電気機械」１１．８％、

「家具装備品」５．８％となっています。また、国内間の貨物の取扱いを示す内貿では移出

入とも「完成自動車」が最も多くそれぞれ７４．４％、５９．５％を占めています（図２－

３１）。 
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【 図２－３０：取扱貨物量の推移 】 
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取扱貨物量 11,787千トン 取扱貨物量 25,213千トン 

取扱貨物量 25,421千トン 取扱貨物量 34,259千トン 
【 図２－３１：貨物の品目別シェア（2007 年（平成 19 年））】 
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② 堺泉北港 

堺泉北港は、堺市・泉大津市・高石市の３市にまたがる、南北１４km、沖合約１０km、約

９，０００ha の港湾区域を有する港で、1969 年（昭和 44 年）に特定重要港湾堺泉北港とな

り、世界有数の経済規模を持つ大阪湾ベイエリアの一翼を担う総合港湾としての役割を果た

しています。 

堺泉北港の取扱貨物量を見ると、近年は増加傾向にあり、2007 年（平成 19 年）現在で約

７４百万トンの貨物量となっています（図２－３２）。 

貨物の品目を見ると、輸出では「完成自動車」が最も多く３３％を占め、次いで「石油製

品」２７％、「化学薬品」１９％となっており、輸入では「原油」が最も多く４６％を占め、

次いで「ＬＮＧ（液化天然ガス）」３２％、「石油製品」６％となっています。また、内貿で

は移出入とも「完成自動車」が最も多くそれぞれ３４％、２７％を占めています（図２－３

３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－３２：取扱貨物量の推移 】 
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 【 図２－３３：貨物の品目別シェア（2007 年（平成 19 年）） 】 

取扱貨物量 3,018千トン 取扱貨物量 24,630千トン

取扱貨物量 19,548千トン 取扱貨物量 27,093千トン

金属くず

7%

鋼材

4%

その他

10%

化学薬品

19%

石油製品

27%

完成自動車

33%

原油

46%

LNG
（液化天然ガス）

32%

その他

7%
石油製品

6%

LPG
（液化石油ガス）

6%

鋼材

3%

鋼材

16%

石油製品

14%

その他

12%

化学製品

5% 完成自動車

34%

重油

19%

完成自動車

27%

その他

17%

鋼材

18%

砂利・砂

9%

石油製品

8%

原油

21%

27,529 28,749 31,503 30,382 29,274 27,964 28,849 26,975 25,533 26,060 27,340 27,480 27,733 27,648

48,272
54,799 50,663 48,001 47,008 44,345 45,670

40,692 40,498 40,597 45,411 45,568 45,752 46,641

75801
83548 82166

78383 76282
72309 74519

67667 66031 66657
72751 73048 73485 74289

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

外国貿易 内国貿易

（千トン）

（年） 



 - 30 -

③ 大阪湾諸港の広域連携 

平成 19 年 12 月、関税法上、大阪港（堺泉北港含む）、神戸港、尼崎西宮芦屋港の３港が

統合され、「阪神港」として一開港化しています。これにより、外国貿易船が入港時にそれ

ぞれの港で支払っていた税（とん税等）の一元化が実現しました。 

これに先立ち、平成 19 年 4 月には、大阪湾諸港の連携により、大阪湾諸港に連続寄航す

る外航定期コンテナ船が各港湾管理者に支払う入港料を、それぞれ 1/2 に低減するインセン

ティブ制度を導入しています。国の試算では、一開港化等の実施により、船舶コストが約１

５％低減されると見込んでおり、広域連携による大阪湾諸港の国際競争力の強化を図ってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－３４：スーパー中枢港湾 阪神港 】 

 

関税法上、大阪港、神戸港、尼崎西宮芦屋港の３つに分かれている大阪湾諸港が一開港化

（関税法上 1つの港となること）したほか、大阪湾諸港の複数の港を連続寄港する外航コン

テナ船等の入港料を低減する施策を実施する等、港間の連携を通じた国際競争力の強化を図

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－３５：大阪湾諸港の一開港化のメリット 】 
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（４）幹線道路ネットワーク整備の遅れ 

近畿圏における幹線道路の現状を見ると、名神高速道路、中国自動車道、西名阪自動車道、

第二阪奈道路、南阪奈道路等の大阪都心部を中心とした放射状方向のネットワーク整備が進ん

でいる一方で、淀川左岸線、大和川線等で構成される大阪都市再生環状道路、新名神高速道路、

京奈和自動車道等で構成される関西大環状道路といった環状方向のネットワーク整備が遅れ

ています（図２－３６）。概ね１０年後の将来形を見ても、首都圏や中部圏と比較して、近畿

圏は環状方向のネットワーク整備が遅れていることがわかります（図２－３７）。 

また、近畿圏の高速道路等の管理運営主体は、西日本高速道路株式会社、阪神高速道路株式

会社、府県市道路公社等が共存しており、均一料金制※と対距離料金制※の混在等により、利用

者にとって複雑で割高な料金体系となっています（図２－３８）。 

近年、ＥＴＣ利用者に対する各種の料金割引など社会実験が行われていますが、それらの結

果を十分に踏まえた上で、貨物車の利用促進に向けた割引の拡充が望まれます。 

 

＜現状（2008 年（平成 20 年））＞ 

 

＜将来（概ね 10 年後）＞ 

 

※都計済：将来（概ね 10 年後）においては、全て都市計画決定されるものではありません。 

【 図２－３６：近畿圏の幹線道路ネットワーク 】 
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中部圏                   首都圏 

＜現状（2008 年（平成 20 年））＞       ＜現状（2008 年（平成 20 年））＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜将来（概ね 10 年後）＞           ＜将来（概ね 10 年後）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―１８ 中部圏、首都圏の高速道路ネットワーク 

 

 

※都計済：将来（概ね 10 年後）においては、全て都市計画決定されるものではありません。 

【 図２－３７：首都圏､中京圏の幹線道路ネットワーク 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－３８：高速道路の料金体系 】 
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（５）災害への備え 

1995 年（平成 7 年）1 月に発生した阪神・淡路大震災は、道路、鉄道、港湾に多大な被害

をもたらし、被災地へ緊急物資を輸送するためのルートの確保や神戸港の代替港の確保等の

物流活動における様々な課題が浮き彫りにされ、災害時の緊急輸送ルートの確保の必要性等

が認識されました（図２－３９～４１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－３９：阪神・淡路大震災による交通インフラの被災状況 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図２－４０：道路の被災状況 】            【 図２－４１：港湾の被災状況 】 
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